
 

当社は、玄海原子力発電所 1 号機の再稼働について、検討を進めてまいりましたが、新規制基準に適合させるための工事に要する期間や費用などを総合的に勘案した結果、

平成２７年３月１８日、運転を終了するという判断をいたしました。 

１号機は、昭和５０年１０月の営業運転開始以来、主要機器を取り替えるなどの予防保全に努め、３９年もの長きにわたり、これまで九州地域の電力の安定供給や電気料金の

低廉化などの役割を果たしてきました。これもひとえに地域住民の皆さまをはじめ、佐賀県及び広く周辺地域の皆さまのご理解とご協力の賜物であり、改めて厚くお礼申し上げ

ます。 

今後、１号機については、原子炉等規制法など関係法令に基づく諸手続きを進め、安全かつ円滑に廃止措置（解体）作業が行えるよう準備を進めてまいりますので、引き続き、

皆さまのご理解とご協力をお願い申し上げます。 

玄海原子力発電所１号機は、運転を終了することにしました。これまでの皆さまのご理解とご協力にお礼申し上げます。 

○昭和４３年 ６月 ３日 建設計画発表（建設申し入れ） 

○昭和４５年１２月１０日 国より「原子炉設置許可」受領 

○昭和４６年 ３月１２日 掘削開始（建設着工） 

○昭和５０年 １月２８日 初臨界（原子炉の起動） 

○昭和５０年 ２月１４日 初並列（送電の開始） 

○昭和５０年１０月１５日 営業運転開始 

            国産機初の加圧水型原子力 

            発電所として運転を開始し 

ました。 

○昭和５６年 ５月３０日 連続運転記録（当時）である３４５日を樹立 

○平成 ６年１１月    蒸気発生器の取替え完了 

○平成１３年１０月    主要機器更新工事完了 
           （原子炉容器上蓋、復水器細管、中央制御盤の更新ほか） 

○平成１４年 ３月２０日 日本で初めて「定格熱出力一定運転（注）」を導入 

 

 

○平成２７年 ３月１８日 運転終了を決定（廃止日：平成２７年４月２７日） 

 ※ 今後、関係法令に基づく諸手続きを行い、安全を最優先に、しっかりと廃止措置（作業）の
準備を進めます。 

【お問い合わせ先】玄海原子力発電所（代表電話：０９５５－５２－６８２１）

 
  玄海原子力発電所は、昭和５０年１０月に１号機による「原子力の火」を

灯して以来、２号機、３号機、４号機と建設し、発電所合計出力３４７万８千

ｋＷとなりました。玄海は、当社の発電電力量の約２５％（平成２２年度）を

担ってまいりました。 
 

玄海原子力発電所（加圧水型軽水炉：ＰＷＲ） ユニット 

 

項目 １ 号 機 ２ 号 機 ３ 号 機 ４ 号 機 

運 転 開 始 Ｓ５０.１０.１５ Ｓ５６.３.３０ Ｈ６.３.１８ Ｈ９.７.２５ 

電 気 出 力 ５５万９千ｋＷ ５５万９千ｋＷ １１８万ｋＷ １１８万ｋＷ 

 

玄海原子力発電所の概要 １号機のあゆみ 

【１号機のトピックス】 

○累計発電電力量：１，３２７億 kWh（佐賀県内で消費される電力量の約２０年分に相当） 

○累計設備利用率：７４．３％（平成２３年度末）［平成２３年１２月１日より第２８回定期検査中］

３号機 ４号機 
１号機 ２号機 

（注）定格熱出力一定運転：原子炉の熱出力を一定に保つことにより、海水温度が低い

冬季には、蒸気を冷やして水に戻す効果が上昇し、より多く

発電することができます。 

【裏面に国内外の廃止措置状況等を記載しています】

１号機の営業運転開始当時 

１号機



 
 

当社は、今後、原子力規制委員会より認可を受ける「廃止措置計画」を、しっかりと遵守することにより、皆さまの安全を確保します。 

また、廃止措置（解体工事等）の実施にあたっては、皆さまの安全・安心が得られるよう、引き続き、コミュニケーションを大切にしながら進めてまいりますので、

ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

○国内外の原子炉では、１４０基以上の廃止措置が進められており、そのうち１３基

（平成２６年７月現在）については、措置が完了しています。 

50万 kW級の小規模な原子力発電所（加圧水型原子炉）の解体撤去に伴って発生する

廃棄物の９８％以上（約１９万トン）は、放射性廃棄物として扱う必要のないものであり、

残りの２％以下（約２千トン）は低レベル放射性廃棄物となります。 

低レベル放射性廃棄物の中には、比較的放射能の濃度が高い廃棄物が約１２０トン

含まれると試算されています。 

 
           〔出典：総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会  

               原子力発電投資環境整備小委員会（平成19年５月）〕 

○原子力発電所の廃止（解体）作業に着手する前に「廃止措置計画」を作成します。 

 ・平成２７年度中に廃止措置計画を策定し、原子力規制委員会に申請します。 

 ・廃止措置計画には、放射性物質の除去（除染）、安全貯蔵期間の確保や、放射性物質を飛散させない

ための解体方法など、廃止の各段階における作業内容等を具体的に定め、原子力規制委員会の

認可を受けます。 

○この廃止措置計画を遵守し、住民の皆さまの安全確保に努めてまいります。 

原子力発電所の解体までの流れについてご説明します。 

 平成２１年に運転終了した中部電力㈱浜岡原子力発電所１，２号機（沸騰水型原子炉）

では、約３０年間にわたり、廃止措置を進めることとしています。 

原子力発電所の解体により発生する廃棄物の量についてご説明します。

〔出典：総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 

    原子力小委員会（平成２６年７月）〕 

世界における原子炉の廃止措置の状況についてご説明します。

跡地の利用 

・跡地は、法的な手続きを経て、安全性が確認されれば、

様々な用途に活用できます。 

原子炉建屋

タービン建屋

・機器内部等に残っている放射性物質を、化学薬品で洗います。 

・使用済燃料などは、貯蔵施設や再処理工場などに搬出します。 

「洗う」－機器内部等の放射性物質を除去します。 

・安全貯蔵の期間を設け、放射能レベルが低く（減衰）なるの

を待って、解体撤去作業を行います。 

・汚染のないタービン設備などは、適宜、解体撤去を進めます。 

「待つ」－安全に貯蔵します。

・建屋の解体前に内部の配管・容器などを 
 撤去することで、放射性物質の飛散防止 
 を図ります。 

・その後、建屋の解体作業を行います。 

・廃棄物は、放射能レベルにより区分し、 
 それぞれ適切に処理・処分します。 

「解体する」－施設を解体・撤去します。


